
1

2

3

評価理由
【上半期】実績評価値は年度末において図るため、評価対象外
【下半期】KGIは目標値より上回っているものの、KPIは下回ったため- A

B A A

実績評価
上半期 下半期

備考
（実績等）

進捗評価

第1 第2 第3 第4

評価理由

【第１】児童生徒のアンケートを取り、計画通りの進捗のため
【第２】アンケート内容を検討しているものの、実施に至らなかったため
【第３】教職員及び児童生徒の実態調査を行い課題の洗い出しを行ったため
【第４】教職員・児童生徒向けアンケート実施のため

A

2,904千円

（サーバ保守及

びクラウト利用

料）

2,904千円

（サーバ保守及

びクラウト利用

料）

期待される
効果

・データの一元管理、集計の自動化により、事務処理にかかる時間を短縮し、教員の本来業務である児童生徒と向き合う時間が確保できる。

・蓄積したデータを学校経営の改善や指導の充実に役立てることで教育の質の向上が見込める。

決算額 予算額 決算額 予算額 決算額

21,700千円(シ

ステム構築費）

+

4,670千円（導入

に係るハードウェ

ア及び設定委託費

用）

19,448千円

（システム及び

サーバ構築費、

設定委託費用、

クラウト利用料

2,904千円

（サーバ保守及

びクラウト利用

料）

事業費見込 （千円）

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額

 

 

実

施

項

目

モデル導入校（小中各１校）を

対象とした導入効果検証及び予

算要求

導入業務委託及び教員への操作

研修を経て本稼働

効果検証

実績

新型コロナウイルス感染症の影

響により、令和3年4月からの本

格稼働となったため、令和2年度

中に教職員の勤務時間削減の実

績は現れていない。

【上半期】

月末、学期末における成績処理や通知表

作成、年度初めの様々な種類の名簿作

成、出席状況管理等にかかる業務時間が

削減されていることわかった。

【下半期】

小学校において、子どもと向き合う時に

「気持ちに余裕が持てた」割合が増加。

中学校において、引継ぎでの利便性を感

じている割合が増加。小中どちらも「教

材研究にあてる時間」の割合が増加。

KPI：年平均（小）5.8時間（中）3.5時

間削減

KGI：78％（R3年度実施のアンケート

より）

【上半期】参考値

児童生徒アンケートから、小学

校83％、中学校87％の肯定的回

答があった。KGI:85％（R4年度

実施のアンケートより）

【下半期】

KPI：年平均削減時間

（小）79時間　（中）97時間

KGI：85.9％（R4年度実施のア

ンケートより）

実績値

進捗
統合型校務支援システムの導入

及び操作研修の実施

【上半期】学事照合、教職員向

けアンケートの実施

【下半期】教職員向けアンケー

ト、児童生徒アンケート

【上半期】

教職員向けアンケートについて

は、調査内容等の検討を進めて

いて未実施。

学事照合は予定通り実施。シス

テムで管理している内容につい

ては初めての実施だったため、

ルールについて再整理中。

【下半期】

教職員向けアンケート、児童生

徒アンケート

学校教員との情報交換の実施

実績

業務時間

（小）年平均６０時間削減

（中）年平均１１０時間削減

※新型コロナウイルス感染症の

影響により、導入時期が当初計

画よりも遅れていることから、

実績として現れない可能性あ

り。

KPI　教員１人あたり業務削減時

間数

（小）年平均７２時間削減

（中）年平均１３２時間削減

KGI　話し合う活動を通じて、考

えを深めたり、広げたりするこ

とができていると答えた児童・

生徒の割合

７８％

KPI　教員１人あたり業務削減時

間数

（小）年平均８６時間削減

（中）年平均１５８時間削減

KGI　話し合う活動を通じて、考

えを深めたり、広げたりするこ

とができていると答えた児童・

生徒の割合

８０％

KPI　教員１人あたり業務削減時

間数

（小）年平均１０４時間削減

（中）年平均１９０時間削減

KGI　話し合う活動を通じて、考

えを深めたり、広げたりするこ

とができていると答えた児童・

生徒の割合

８２％

目標値

進捗
統合型校務支援システムの導入

及び操作研修の実施
学校教員との情報交換の実施 学校教員との情報交換の実施

年度 R1　（2019） R2　（2020） R3　（2021） R4　（2022） R5　（2023）

現状
現在、児童生徒の成績処理や在籍管理、その他事務作業等は、校務用PCとつながる共有サーバーのフォルダに保存し、Excel等で作成、管理しているが、これらの情報連
携がないため作業効率が悪く、加えて、指導要録や通知表等の諸表簿の作成がほとんど手書きであり、多くの時間を要している。
このシステムを導入することにより、作業時間が大幅に軽減され、本務である児童生徒との関わりや教材研究等に時間を充てることができる。

重要目標
達成指標
【KGI】

話し合う活動を通じて、考えを深めたり、広げたりすることがで
きていると答えた児童・生徒の割合（教育の質の向上）

重要業績
評価指標
【KPI】

教員１人あたりの業務削減時間数（年間平均）

大生　裕

事業概要
教員ごと個々に管理している学籍、出欠、成績等の情報をシステム化することで校務の効率化、標準
化を図り、生み出した時間を教育の質の向上に充てる。

指針の
重点目標

ア―①

子育て・教育現場への積極的なICT活用

（　2019　）年度　四條畷市ＩＣＴ・ＩｏＴ化推進ロードマップ　個票

番号 R1-1 事業名称 ICTを活用した校務の効率化
担当部課 教育部

実施責任者 教育支援センター長　広谷
担当者

計画

実績
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1

2

3

4

子ども政策課　宮地、伊藤

事業概要
入所申請から結果通知に至る入所手続きに複数のシステムを導入し、業務の効率化と市民サービスの
向上を図る

指針の
重点目標

ア-①

子育て・教育現場への積極的なICT活用

（　2019　）年度　四條畷市ＩＣＴ・ＩｏＴ化推進ロードマップ　個票

番号 R1-2 事業名称 ICTを活用した保育施設等入所事業
担当部課 子ども未来部　子ども政策課

実施責任者 子ども政策課長　中西
担当者

年度 R1　（2019） R2　（2020） R3　（2021） R4　（2022） R5　（2023）

現状
入所申請は窓口で紙による受付を行っているため、開庁時間内に来庁する負担がある。また、申請内容のデータ入力や手作業による入所選考など、一度に処理する量が非
常に多く、かなりの時間を要しているため、非効率となっているほか、選考結果の通知を発送するまでに時間がかかっている。

重要目標
達成指標
【KGI】

サービス利用者の満足度（市民サービスの向上）
重要業績
評価指標
【KPI】

入所申請の電子申請率

電子申請の周知

実績 入所選考ＡＩ導入
入所選考に係る業務時間690時間

減（当初比）

入所選考に係る業務時間690時間

減（当初比）

入所選考に係る業務時間690時間

減（当初比）

KPI 電子申請率 20%

KGI 利用者の満足度 50%

目標値

進捗 入所選考ＡＩ導入
電子申請システム等の導入方法

の決定

電子申請システム等の導入方法

の検討

電子申請システム等の導入検

討・方法の決定

実績 入所選考AI導入
入所選考に係る業務時間168時間

減（当初比）

【上半期】

入所選考に係る業務時間423時間

減（当初比・見込み）

【下半期】

入所選考に係る業務時間418時間

減（当初比・見込み）

【上半期】

入所選考に係る業務時間436時間

減（当初比・見込み）

【下半期】

入所選考に係る業務時間436時間

減（当初比・見込み）

実績値

進捗 入所選考AI導入
入所選考AI単独導入

電子申請システム等の導入の検

討

【上半期】

入所選考AI単独導入

電子申請システム等の導入の検

討

【下半期】

上半期と同様

【上半期】

電子申請システム等の導入の検

討

【下半期】

電子申請システム等の導入検

討・方針の決定

実

施

項

目

入所選考AI導入の補助金申請、業務

委託契約、トライアル、本導入、手

作業での選考（検証）、電子申請シ

ステム等の導入方法検討

利用満足度アンケートの実施、シス

テム改善等

電子申請システム等の導入方法検討

（先進事例研究）、基幹システム及

び入所選考AI業者等との協議、調整

電子申請システム等の業務委託契

約、システム構築、導入、基幹シス

テム及び入所選考AI業者等との協

議、調整

429 1,881 1,881

期待される
効果

・業務時間の短縮　①入所選考AI導入【現状値2,950時間　⇒　目標値　2,260時間　（▲690時間）】　②電子申請システム等の導入【現状値2,950時間　⇒　目標値　1,400時間　（▲1,550時間）】

・電子申請システム等の導入により、入所申請がパソコンやスマートフォンから24時間可能となる。

・電子申請システム等の導入により、入力等の事務作業の軽減につながる。

・業務時間の短縮及び選考結果のシステム配信によって、保護者に迅速な通知を行うことができる。

決算額 予算額 決算額 予算額 決算額

15,125 14,333 330 330 2,441事業費見込 （千円）
予算額 決算額 予算額 決算額 予算額

備考
（実績等）

進捗評価

第1 第2 第3 第4

評価理由

【第1】他市の取組事例を参考に課題抽出に努めているため
【第2】汎用電子申請システムやAI-OCR・RPAの活用における電子申請に向けた実証を行っているため
【第3】入所に関連する電子申請を順次開始しており、導入に向けフォーム検討中であるため
【第4】本事業に関する方向性の決定を行い、汎用電子システムの活用を今後行うこととして、事業を発展的に解消する

A

評価理由
【上半期】実績評価値は年度末において図るため、評価対象外
【下半期】KPI達成率63％のため- B

A A A

実績評価
上半期 下半期

当初

変更

当初

変更

変更

当初

計画

実績

再変更

再変更
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2

3

津守　淳・太田　耕司

事業概要
災害発生時における被害状況や避難所開設状況等、職員間で共有すべき情報や市民に提供すべき情報
を迅速かつ効率的に収集・伝達するため、ＧＩＳ機能を活用した地図情報システムと連携を図るとと
もに、職員の業務効率化の向上を目的とする。

指針の
重点目標

イ-③

情報化推進体制の構築及び事務効率化

（　2019　）年度　四條畷市ＩＣＴ・ＩｏＴ化推進ロードマップ　個票

番号 R1-3 事業名称 統合型WebGISを活用した災害情報システムの導入
担当部課 都市整備部危機管理課

実施責任者 都市整備部危機管理課長 山根木　直樹
担当者

年度 R1　（2019） R2　（2020） R3　（2021） R4　（2022） R5　（2023）

現状
災害発生時には、被害状況を職員がスマホで撮影したものを事務所へ持ち帰りプリントをしたり、被害現場を白地図等へ落とし込む作業などで、災害時にもかかわらず、
かなりの時間を要している。また、市民への情報提供にも電話での対応等になり、かなり非効率になっている。

重要目標
達成指標
【KGI】

・災害時における事務処理時間の削減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・災害対策本部での決定から各班の災害対応に至るまでの時間短縮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
重要業績
評価指標
【KPI】

・災害時における事務処理時間の削減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・災害対策本部での決定から各班の災害対応に至るまでの時間短縮

市民へ通報等ができることを周

知

実績 システム導入に係る予算化 災害情報システム操作研修
市民向けホームページの構築

職員向け防災訓練

平時の運用方法を策定

市民向けホームページの構築

職員向け防災訓練

平時の市民通報等に活用

目標値

進捗 システム導入準備 災害情報システム導入
関係機関と協議

職員向け防災訓練の準備

関係機関と協議

職員向け防災訓練の準備

実績 システム導入に係る予算化 災害情報システム操作研修開催

【上半期】

防災訓練未実施

【下半期】

防災訓練未実施

【上半期】

防災訓練実施

【下半期】

防災訓練実施

平時の運用方法の策定及び市民

向けホームページの構築、未実

施

実績値

進捗 システム導入準備 災害情報システム導入

【上半期】

防災訓練の企画案作成中

【下半期】

防災訓練の企画完了

【上半期】

防災訓練の庁内調整

【下半期】

防災訓練の庁内調整

 

 

実

施

項

目

先進事例の情報収集及び他自治

体への視察。本市の優先事項の

洗い出し及びシステム仕様書へ

の反映

災害情報システムの構築及び情

報の収集・伝達の実証実験

市民向けホームページの構築・

周知、関係機関との協議、職員

向け防災訓練、平時における運

用方法の策定・活用

2,200 2,800 2,800

期待される
効果

災害時における避難情報や被害情報が正確かつ迅速に把握ができ、地図情報システムと連携することにより、市内全体の各種状況把握をリアルタイム化が期待される。市民向けへのアプリ配信を行うことに

より、市民が面的に状況把握することができる。また本システムをカスタマイズし、デジタルサイネージ等の活用により不特定多数への災害情報の提供が可能になる。

決算額 予算額 決算額 予算額 決算額

15,939 14,300 2,800事業費見込 （千円）
予算額 決算額 予算額 決算額 予算額

備考
（実績等）

進捗評価

第1 第2 第3 第4

評価理由

【第１】システムを活用した防災訓練を実施できたため
【第２】訓練における課題を抽出し、2回目の防災訓練への協議を行っているため
【第３】災害情報システムの今後運用について、専門部会を設置して庁内の検討に入ったため
【第４】防災訓練の実施には至ったものの、平時の運用方法の策定や市民向けホームページの構築の検討に至らなかったため

A

評価理由
【上半期】システムを活用した防災訓練の実施完了
【下半期】防災訓練の実施には至ったものの、平時の運用方法の策定や市民向けホームページの構築の検討に至らなかったためA B

A A B

実績評価
上半期 下半期

計画

実績
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1 1 1 1 1

2 2 2 2 2

3 3 3 3 3

4 4 4 4 4

上 上 上 上 上

下 下 下 下 下

年 年 年 年 年

1 1 1 1 1

2 2 2 2 2

3 3 3 3 3

4 4 4 4 4

上 上 上 上 上

下 下 下 下 下

年 年 年 年 年
・ＦＭのDX化の構築

(市政運営方針・議会承認）

なわてFMシステムの実装・庁

内推進体制の構築

R5補助金の要件整理完了・実証

実験の着手・評価まで実現

・実証実験の方針策定

・R4に向けた体制準備

【実証実験の評価】

2件の実証実験実施。

（スマートロック・電子契約）

【事業拡充の調整】

問い合わせ業務（※なわておも

てなしセンター（仮称））等の

事業化

実績値

進捗

財政課との調整及び支援業務の

契約

・データ利活用（①「見える

化」②公共施設カルテ情報定

義）

・BPR（業務改善として窓口改

革・なわてFMシステムを活用

した営繕業務の高度化）

・ST（渉外業務の在り方検討・

全体最適化）及びPM（プラッ

トフォーム整備・各課のデータ

利活用・ワークフローを活用し

た業務モデル可視化・実証実験

管理）

・上記企画にかかる庁内調整・

職員研修

・財務四表の課題整理

・運用方法等の見直し検討

業者・庁内調整を踏まえ、窓口

申請・契約手続・問合せにおけ

る概念実証・実証実験（電子申

請システム・Pro-Sign・指ナビ

プラス・RPA）の企画・検証を

実行

FMの要件定義、施設に関する

基礎情報の更新

実証実験の方針策定

実証実験については、第4四半

期へ移行。（国要望・デジ田企

画調整対応）

・FM要件定義見直し及び庁内

共有

・補助金事務

【実現可能性の調査】

・R4予算化事業（スマートロッ

ク・電子契約）・R5新規事業化

（電子見積）に向けた検証につ

いて調査を完了

【事業拡充の調整】

・デジタル田園都市国家構想交

付金を最大限活用するべく、事

業企画・企画事業の成熟化の後

方支援に注力

実績

課題整理と改善策の検討

令和3　（2021）年度　四條畷市ＩＣＴ・ＩｏＴ化推進ロードマップ　個票

番号 R2-1 事業名称 なわてＦＭシステムの導入（FMのDX化）
担当部課 総務部施設再編室

実施責任者 ICT推進担当部長　総務部長　西口文敏


担当者

現状
公共施設管理業務は、大きく分けて３つ（①維持保全・更新業務、②公共施設の効果的な運用を通じ、新たな財源創出をするための資産運用・管理業務③公共施設の再配
置・統廃合の検証・施設の在り方整理といった企画・調整業務）あるが、全体を最適化する観点において、最小の経費で最大の効果を発揮する事務執行ができていない。

重要目標
達成指標
【KGI】

①市民の来庁不要な業務プロセスの構築による待ち時間の削減による時間創
出効果②公共施設管理にかかる業務時間数の縮減③各公共施設の経常的な維
持管理経費（光熱水費・委託料・修繕料・原材料費）の5割～9割減

重要業績
評価指標
【KPI】

公共施設におけるDX化（各施設でのAI等先端技術の実装化率）
令和４年度：20％以上　（※国庫支出金等の活用を前提）

施設再編室課長　北田　真一　主幹　桃井　誠

事業概要

公共施設マネジメントシステムの調達に向けた検討の中、FMの観点から更なる市民サービスの向上を
見込める提案ができるとの結論に至った。庁外との情報共有・AI・IOT機器との連携を前提にしたプ
ラットフォームを調達し、公共施設管理業務の在り方を変容させる（ＤＸ化させる）ことで、①市民
サービスの向上、②業務の自動化・省力化、③コスト削減を目的とした提案を行う。

指針の
重点目標

イ-③

情報化推進体制の構築及び事務効率化

目標値

進捗

【旧ロードマップ】
公会計の整備に向けた調
整

・FM要件定義見直し及び
庁内共有
・補助金事務

・FM要件定義見直し及び
庁内共有
・補助金事務

年度 期別 R3　　（2021） 期別 R4　　（2022） 期別

・FM要件定義
・施設に関する基礎情報
の更新

・施設に関する基礎情報
の更新
・実証実験（庁舎等）
・実証実験の評価

・運用体制の構築
・施設に関する基礎情報
の更新
・計画の進捗管理

実績

・FM要件定義見直し ・FM要件定義見直し

【旧ロードマップ】
運用方法の課題整理と解
決方法の検討

・業者及び庁内調整
・実証実験（庁舎等）
・実証実験の評価

・業者及び庁内調整
・計画の進捗管理

・業者及び庁内調整 ・業者及び庁内調整

R5　　（2023） 期別 R6　　（2024） 期別 R7　　（2025）

・庁内の各計画への反映
・次年度予算・人員への
反映

・庁内の各計画への反映
・次年度予算・人員への
反映

・実証実験の方針策定
・実現可能性の検証
・事業拡充に向けた庁内
調整

・実現可能性の検証
・本格稼働に向けた庁内
調整

・本格稼働
・各施設での業務改善

・本格稼働
・各施設での業務改善

・事業評価

・ＦＭのDX化構築 ＦＭのDX化構築 ＦＭのDX化構築 ＦＭのDX化構築 ＦＭのDX化構築

【旧ロードマップ】
・課題整理と解決方法の
検討

・補助金事務の申請
・実証実験の着手

・補助金事務の申請
・データの整理
・計画の進捗管理
・各施設での運用体制構
築支援

・データの整理
・本格稼働後、業務検
証・更なる省力化の検証
へ検討

・データの整理
・本格稼働後、業務検
証・更なる省力化の検証
へ検討

・実証実験の方針策定
・実証実験の評価
・事業拡充の調整

・全庁的な本格実施に向
け、運用体制の準備

・事業評価
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令和3　（2021）年度　四條畷市ＩＣＴ・ＩｏＴ化推進ロードマップ　個票

番号 R2-1 事業名称 なわてＦＭシステムの導入（FMのDX化）
担当部課 総務部施設再編室

実施責任者 ICT推進担当部長　総務部長　西口文敏


担当者

現状
公共施設管理業務は、大きく分けて３つ（①維持保全・更新業務、②公共施設の効果的な運用を通じ、新たな財源創出をするための資産運用・管理業務③公共施設の再配
置・統廃合の検証・施設の在り方整理といった企画・調整業務）あるが、全体を最適化する観点において、最小の経費で最大の効果を発揮する事務執行ができていない。

重要目標
達成指標
【KGI】

①市民の来庁不要な業務プロセスの構築による待ち時間の削減による時間創
出効果②公共施設管理にかかる業務時間数の縮減③各公共施設の経常的な維
持管理経費（光熱水費・委託料・修繕料・原材料費）の5割～9割減

重要業績
評価指標
【KPI】

公共施設におけるDX化（各施設でのAI等先端技術の実装化率）
令和４年度：20％以上　（※国庫支出金等の活用を前提）

施設再編室課長　北田　真一　主幹　桃井　誠

事業概要

公共施設マネジメントシステムの調達に向けた検討の中、FMの観点から更なる市民サービスの向上を
見込める提案ができるとの結論に至った。庁外との情報共有・AI・IOT機器との連携を前提にしたプ
ラットフォームを調達し、公共施設管理業務の在り方を変容させる（ＤＸ化させる）ことで、①市民
サービスの向上、②業務の自動化・省力化、③コスト削減を目的とした提案を行う。

指針の
重点目標

イ-③

情報化推進体制の構築及び事務効率化

1

2

3

予算額 決算額 予算額

実

施

項

目

・FMのＤＸ化要件定義

・官民連携（PPP）による発注を

想定（企画提案方式）、①設計・

整備から運営、維持管理までを一

体的に行うこと、②中長期の事業

期間を設定できること、③性能発

注を想定

①庁舎での実証実験・検証
②各施設での実証実験
③実現可能性の検証・業務
の切り分け

①本格稼働
（省力化実現）
②庁内計画等への反映
③稼働後の検証・業務改善

懸念事項

・先端技術を活用することの法令・規定関係の綿密な確認が必要
・業務の在りようを変化させることから、各施設（所管課）のＤＸにかかる意識醸成・協力体制が前提
・導入後、全庁的なプラットフォームの管理・監督者、運用責任者の育成（施設管理・財政事務に精通する高度な経営人材の育成が必要不可欠）
・調達方法として、仕様発注ではなく、性能発注を想定しているが、手続面の整備が理想
・従来の施設管理の委託内容に変更が生じることが見込まれる。現状受託業者との緊密な連携・調整が必要になる可能性

備考

事業費見込みは、前年度審議事項（公共施設マネジメントシステム）の修正という前提で、情報の一元化を目的とするプラットフォーム調達費用のみを記載
令和４年度は、クラウドサービスの利用とAI機能（シュミレーションツール等）連携費用を計上（以下、クラウドサービス利用料をランニングコストとして計上）
令和５年度は、IOT機器とプラットフォーム機能との連携を想定し、イニシャルコストとして計上。
※各施設でのＤＸ化にかかる経費については、令和4年度予算要求においてとりまとめのうえ、実施

8,000

【ﾗﾝﾆﾝｸﾞ】

8,000

8,000

【ﾗﾝﾆﾝｸﾞ】

8,000

期待される
効果

①来庁手続等の削減による市民サービスの向上
　例えば、施設使用料の徴収をオンライン化にするなど、来庁を前提にした手続負担を軽減するなど、手続時間削減による時間創出効果が期待

②情報の収集・整理・共有、計画策定支援（シュミレーション）連携による業務時間削減
　資産運用・管理業務、企画調整業務に必要な情報整理をデジタル化することで、庁内で公共施設にかかる情報の見える化・基礎情報をもとに、計画策定（計画の更新）
ツールとの連携、劣化予測ツール等AIとの連携によって、ヒトにかわる高度で正確な施設の劣化予測、更新計画の短時間での修正を可能、そして、財政面から検討し、施
設の統廃合シュミレーションツールを導入し、計画策定支援業務を実現

③維持保全業務における現場作業のデジタル化によるコスト削減効果
　点検、機器、設備の運転管理業務に必要な施設・機器にセンサー（Wi-Fiを内蔵し）、センサーをプラットフォームに集約することでプラットフォーム上に集約された
情報をもとに、点検業務や機器・設備の運転や設備更新・修繕のタイミングの最適化を可能。これにより、維持管理費（光熱水費、機器・設備の修繕コスト）の削減効果
が期待。また、警備・清掃業務においては、プラットフォームに接続されたAIロボットを導入することで、作業の自動化、人員削減効果（委託料削減）が期待

事業費見込 （千円）

決算額 予算額 決算額 予算額 決算額
9,000

【イニシャル】

3,000

【ランニング】

6,000

28,000

【イニシャル】

20,000

【ﾗﾝﾆﾝｸﾞ】

8,000

予算額 決算額

実績評価
上半期 下半期

評価理由
【上半期】実証実験を実施、その効果検証を行ったため
【下半期】システムの実装、研修、体制構築が完了したためA A

進捗評価

第1 第2 第3 第4

評価理由

【第1】補助金の活用、システムの調達等、計画通りの進捗のため
【第２】実証実験の実施やその検証を行い、計画通りの進捗のため
【第３】実証実験の実施が遅れているため
【第４】実証実験開始、事業拡充に向けた庁内焼成等、計画通りの進捗のため

A A B A

計画

実績

実証実験・本格稼働後で得た検証結果・改善点を毎年度修正していく。

③

計画

実績

①・②

各年度単年度執行を想定し、前年度末までに準備契約で執行することを想定

③

①

①

③

②
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1 1 1 1 1

2 2 2 2 2

3 3 3 3 3

4 4 4 4 4

上 上 上 上 上

下 下 下 下 下

年 年 年 年 年

1 1 1 1 1

2 2 2 2 2

3 3 3 3 3

4 4 4 4 4

上 上 上 上 上

下 下 下 下 下

年 年 年 年 年

1

2

3

・マネジメントサイクル
の構築
・KPI指標６４．５％

・各校の使用状況の確認

実績値

進捗

契約手続き完了

業者及び学校との調整
継続中

・児童生徒等基礎データ
入力完了

・教職員研修実施済み
・システム稼働済

実績

・システム共有に向けた
情報共有

令和4　（2022）年度　四條畷市ＩＣＴ・ＩｏＴ化推進ロードマップ　個票

番号 R3-1 事業名称 AI型ドリルの導入
担当部課 教育部

実施責任者 教育支援センター長　広谷


担当者

現状
児童生徒一人ひとりの習熟度に応じた学習を実現するために、習熟度別による少人数指導や、難易度別のプリントを教師が準備し、児童生徒が課
題を自ら選択して取り組んでいる状況であるが、準備に限界がある。

重要目標
達成指標
【KGI】

全国標準学力検査結果標準偏差平均５０　もしくは
全国学力・学習状況調査平均正答率を全国平均に上昇

重要業績
評価指標
【KPI】

児童生徒用アンケート
ICT機器を活用することで、進んで（主体的に）学習するように
なった。
R４年度　55%～R７年度　70%

重村　宏行

事業概要
学習者用タブレットPCにAI型ドリルを導入することで、児童生徒の習熟度に応じた学習支援の強化を
行い、個別最適化の実現をめざす。

指針の
重点目標

ア-①

子育て・教育現場への積極的なICT活用

目標値

進捗

・契約手続 ・システム稼働 ・システム稼働

年度 期別 R4（2022） 期別 R5（2023） 期別

・児童生徒等基礎データ
入力

・将来更新費用の分析 ・将来更新費用の分析

実績

・システム稼働

・業者及び学校との調整

R6（2024） 期別 R7（2025） 期別 R8（2026）

・将来更新費用の分析

・教職員研修
・システム導入・稼働

・データ更新
・事業計画の見直し

・データ更新
・事業計画の見直し

・事業計画の見直し

マネジメントサイクルの
構築

マネジメントサイクルの習得

（データ更新の習慣化・データ

の整理、分析）

マネジメントサイクルの
習得（データの整理、分
析）

・ICT利活用計画の改訂

・システム共有に向けた
情報共有

システム活用率の分析 システム活用率の分析 システム活用率の分析

・事業評価
　（情報化実態調査等）

・事業評価
　（学力調査結果、情報
化実態調査等）

・事業評価
　（学力調査結果、情報
化実態調査等）

・事業評価
　（学力調査結果、情報
化実態調査等）

実

施

項

目

・発注仕様書の検討
・業務発注
・業者との契約締結

・導入業務
・マネジメントサイク
ルの運用（更新）方法
に係る検討
・教職員への操作研修

・システムの稼働
・効果検証
・フォローアップ研修

ランニング(※1)

0千円

決算額 予算額 決算額 予算額 決算額

３９、４４１千

円

イニシャル

10,065千円

ランニング(※1)

29,376千円

ランニング(※1)

0千円

ランニング(※1)

0千円
事業費見込 （千円）

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額

計画

実績
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令和4　（2022）年度　四條畷市ＩＣＴ・ＩｏＴ化推進ロードマップ　個票

番号 R3-1 事業名称 AI型ドリルの導入
担当部課 教育部

実施責任者 教育支援センター長　広谷


担当者

現状
児童生徒一人ひとりの習熟度に応じた学習を実現するために、習熟度別による少人数指導や、難易度別のプリントを教師が準備し、児童生徒が課
題を自ら選択して取り組んでいる状況であるが、準備に限界がある。

重要目標
達成指標
【KGI】

全国標準学力検査結果標準偏差平均５０　もしくは
全国学力・学習状況調査平均正答率を全国平均に上昇

重要業績
評価指標
【KPI】

児童生徒用アンケート
ICT機器を活用することで、進んで（主体的に）学習するように
なった。
R４年度　55%～R７年度　70%

重村　宏行

事業概要
学習者用タブレットPCにAI型ドリルを導入することで、児童生徒の習熟度に応じた学習支援の強化を
行い、個別最適化の実現をめざす。

指針の
重点目標

ア-①

子育て・教育現場への積極的なICT活用

期待される
効果

・AI型ドリルを導入することで、個々の習熟度に合った問題を練習することができる。各単元で求められている知識、技能が習得できていない児
童生徒はくり返し課題に取り組むことができる。必要に応じて前学年の問題も提示されるようになっている。習得できている児童生徒は次の学年
も視野に入れた発展問題に取り組むことで、さらなる知識・技能を習得することが可能となる。螺旋状に学習を積み重ねることにより、知識・技
能の確実な定着を図ることができ、児童生徒の学力の底上げが期待できる。
・市内全ての小中学校で導入することにより、指導の統一化を図ることができる。

懸念事項
・導入時におけるデータ入力作業の負担
・教職員における活用頻度の差異
・紙ベースのドリルとの棲み分けや保護者負担

備考 ※1　ランニングコストは初年度に4年間分のライセンスを一括で購入

進捗評価

第1 第2 第3 第4

評価理由

A B

【第1】システム調達にむけ計画通りの進捗のため
【第2】教職員等に対する研修など計画通りの進捗のため
【第３】計画通りの進捗のため
【第４】教職員への研修等、計画通りの進捗のため

A A A A

実績評価
上半期 下半期

評価理由
【上半期】本格稼働に向けた研修や調整、手引き作成等、計画通りの実績のため
【下半期】KPI達成率117％のものの、KGI未達成(小中平均47.9)のため
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1 1 1 1 1

2 2 2 2 2

3 3 3 3 3

4 4 4 4 4

上 上 上 上 上

下 下 下 下 下

年 年 年 年 年

1 1 1 1 1

2 2 2 2 2

3 3 3 3 3

4 4 4 4 4

上 上 上 上 上

下 下 下 下 下

年 年 年 年 年

1

2

3

-

市民向け電子申請の為の環境

整備完了

(条例・HP等)

実績値

進捗

・契約手続・ｼｽﾃﾑ導入

・職員研修

・各課への調査

　(実施時期計画など)

・職員研修

・オンライン条例の上程

ホームページの構築（見込）

実績

・ｼｽﾃﾑ導入完了

令和4　（2022）年度　四條畷市ＩＣＴ・ＩｏＴ化推進ロードマップ　個票

番号 R3-2 事業名称 電子申請システム導入事業

担当部課 総務部総務課

実施責任者 総務課情報化担当課長　川上


担当者

現状
マイナポータルを活用した電子申請を実施しているが、マイナポータル以外での申請や申込等については統一したシステムを導入できていないた
め、方法やその後の集計等の業務がばらばらであり、申請等に関する業務の標準化ができていない。

重要目標
達成指標
【KGI】

サービス利用者の満足度
（市民アンケートを実施し、算出）

重要業績
評価指標
【KPI】

電子申請システム普及率
(オンライン化完了業務数/オンライン化対象業務数)

矢寺　建示

事業概要
行政手続きを申請システムを活用し、オンライン化する事で、
市民の手続き利便性向上を図るとともに、
職員の書類作成作業・データとりまとめ作業の業務効率化を目的とする。

指針の
重点目標

ア・イ-②

迅速なサービス提供及び行政手続の利便性向上

目標値

進捗

・契約手続
・ｼｽﾃﾑ導入
・職員研修

・ｼｽﾃﾑ本稼働
・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認
・職員研修

・前期結果を踏まえ対策
・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認
・職員研修

年度 期別 R4（2022） 期別 R5（2023） 期別

・オンライン条例の上程
・職員研修

・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認
・職員研修

・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認
・職員研修

実績

・前期結果を踏まえ対策
・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認
・職員研修

・前期結果を踏まえ対策
・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認
・職員研修

・各課への調査
　(実施時期計画など)

・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認

・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認

・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認

・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認

R6（2024） 期別 R7（2025） 期別 R8（2026）

・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認
・職員研修

・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認
・職員研修

・ホームページの構築

・利用者向けアンケート
集計
・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認

・利用者向けアンケート
集計
・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認

・利用者向けアンケート
集計
・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認

・利用者向けアンケート
集計
・各課の進捗確認
・ｱﾝｹｰﾄ件数確認

ー

ー
・ｼｽﾃﾑ普及率４0％
・利用者満足度50％

・ｼｽﾃﾑ普及率６0％
・利用者満足度60％

・ｼｽﾃﾑ普及率８0％
・利用者満足度70％

・ｼｽﾃﾑ普及率100％
・利用者満足度80％

・ｼｽﾃﾑ導入完了 ー ー ー ー

・市民向け電子申請の為
の環境整備完了
(条例・HP等)

ー ー ー

実

施

項

目

導入準備
　・契約手続
　・ｼｽﾃﾑ導入
　・職員研修

条例等の整備
　・対象条例の洗い出し
　・条例変更案検討
　・議会合意

各課の進捗確認
　・計画との差異確認
　・活動の支援
　・市民アンケート集計

計画

実績
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令和4　（2022）年度　四條畷市ＩＣＴ・ＩｏＴ化推進ロードマップ　個票

番号 R3-2 事業名称 電子申請システム導入事業

担当部課 総務部総務課

実施責任者 総務課情報化担当課長　川上


担当者

現状
マイナポータルを活用した電子申請を実施しているが、マイナポータル以外での申請や申込等については統一したシステムを導入できていないた
め、方法やその後の集計等の業務がばらばらであり、申請等に関する業務の標準化ができていない。

重要目標
達成指標
【KGI】

サービス利用者の満足度
（市民アンケートを実施し、算出）

重要業績
評価指標
【KPI】

電子申請システム普及率
(オンライン化完了業務数/オンライン化対象業務数)

矢寺　建示

事業概要
行政手続きを申請システムを活用し、オンライン化する事で、
市民の手続き利便性向上を図るとともに、
職員の書類作成作業・データとりまとめ作業の業務効率化を目的とする。

指針の
重点目標

ア・イ-②

迅速なサービス提供及び行政手続の利便性向上

年度 期別 R4（2022） 期別 R5（2023） 期別 R6（2024） 期別 R7（2025） 期別 R8（2026）

2,640千円
(経常経費)

2,640千円
(経常経費)

期待される
効果

・手続きがオンライン化される事で、市民が市役所に来庁する手間や窓口で書類を記載する手間が省ける。
・上記により来庁者の待ち時間削減・窓口対応の質向上など、窓口対応のサービス満足度向上に繋がる。
・手続きに関するデータが自動でデータベース化・グラフ化される為、職員のデータの手入力・集計作業が削減される。
・市民向けでの活用だけでなく、庁内調査等での上記作業の効率化にも寄与する。
・各課がそれぞれで電子申請システムを調達する手間が省ける。

決算額 予算額 決算額 予算額 決算額

3,410千円
(初期費

770千円

+

経常経費

2,640千円)

2,640千円
(経常経費)

2,640千円
(経常経費)事業費見込 （千円）

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額

懸念事項
・全ての市民がオンライン上で手続きを行うわけではない為、窓口での手続きとシステムでの手続きでデータの二重管理となる恐れがある。
・原課にて、業務フローの再構築が発生する為、一時的に業務負荷になる。

備考

進捗評価

第1 第2 第3 第4

評価理由

A A

【第１】システム導入、職員研修など、計画通りの進捗のため
【第２】各課へのフォーム作成支援や、導入企画等及び予算要求前の研修を前倒しで行ったため
【第３】スケジュール通り、条例の制定が完了したため
【第４】スケジュール通り、ホームページの構築完了のため

A S A A

実績評価
上半期 下半期

評価理由
【上半期】システム導入完了
【下半期】市民向け電子申請の為の環境整備完了
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